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I t 接 投 資 を 含 む 貿 易 の 純 粋 理 論 :

— 小 国 ケ ー ス ー ー ~

寺 , 崎 克 志

，序 論

H eckscher=O hlin=Sam U elsonモデルに® 德資本移動を含める拡張はM undell (1957) によって先 

鞭を.つけられ，経済厚生の分析は' Jones (I967) , 大 山 （1 9 6 8 ) ,宇 沢 (196め，浜03 (1 9 7 1 )等}̂ こよっ 

てすでに行なわれている。 これらの論文に共通していることは，国際間を移動する資本が世界的に 

M質的である点である。 したがって,そとで問題となるのは国際資本移動量や政策ま数め変化が各 

旧の経访諸変数に対し，どのような影響'をもたらすかということである。 ,

一方では，これらの論文が発衷.されたのとほほ’同じ頃から, ffl際資本移動のひとつの形態として 

の多国籍企業による直接投資が, 国際経済に重大な影響を与えることが広く論じられるようになっ. 

てきた。多くの直接投資理論は，多国籍企業理論となかぱ重挺しつつ展，開されたため, 企業もしく. 

は個別産業レベルでの議論が主流であった。これらの議論に共適していることは，直接投資という 

-a■葉で表現される国際資本移動のひとつの形態が，単なる物的生産要素としての資本の移動のみな

らず，技術も同時に移動すると考える点である。
- ■  ■ .

本稿の目的は，H O S モデルを用いて直接投資を含む資易の■-般均衡分析を行ない,従来め国際 

め本務:勒を含む貿易デルにおいて行なわれた分析を拡服することである。次節では, 本稿で採用, 

される主な仮定とその意味についてif命ずる。第3節では',それら0 仮定のもと接投資を行?4 う 

旧が，と'のように説明されるかを鬼る。特にここでは，本稿の仮定のもとで同一産業間, ，またはL 

%化る廣藥問での直接投資の袖7i：交流の可能性の存在が明される。第4節では,前節で論じられ 

る旗棱役资を行なう誘因が存在すると仮定した上で，受資国の経済均衡が示される。第5節では, 

受資國の直接投資導入量の変化が各経済諾変数に対し，どのよ5な効果をもつのがを見る。第6節. 

では，问様に国内ffl対価格の変化の効梁が論じられる。第7節では直接投資と質易の代替，補完閲

搞半ぱで，矢内原勝教授ならびに大山道広助教枝より，有益な御術教i f頂戴した，日明の学恩とあわせ，ことに爽他 

より深謝するものである‘
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;旗接投資を含む資易の純粋现論

係が議論の対象となる。第 8節では,第 5節と第6節で得られた結果を利用し各政策変数の最適 

水準が論題となる第 9 節では, 若干の法意が与えられる。

2. 本稿で用いられる主な仮定

. ，‘ • ■ ■ ■ ■ _ . ' -

<仮链1> r世界はま接投資を導入する小ilの受資国と直接投資を行なう大国の投資国との2国か 
‘ ，(1)

らなる。受資0 はいかなる政策手段にうったえても国際交易条イホを恋化させることはできない。J

く仮定2 > 「各国は第1財と第財とを生离することが可能で, 直接投資産業は第2財を生産す

る。.1 . . ；■

く仮定3〉f；各国の生産要素は資本と労働の2種類のみであり，世界全体の各生産要素賦存量はそ

れぞれ不変であり，正の要素報酬率のもとで常に完全雇用が現している。'J

〈仮走4〉「1次次の生産関数, 正の限界生産力，限界生ま力適搏のもとで各財の生座が行なわ

れ，直接投資産業を除く両財産業間の資本と労働の投入比率ゆいかなる要素報酬比率のもとにおい
.-.

でも同—ではない。」

く仮定5 > 「直接投資ホ場を1̂ ^く，すべての市場で完全競:争が行なわれ，受資国資本の直接投資度 

業を▲ミ両財座業間の移励と，受資国労働の直接投資産業を含む受資国内に存在すをすベての産業 

問の務動は完全に自由である。_!

く仮定6〉「雨財と直接投資の輸送費，直接投資収益の送金費用，直接投資外の国際資本移動は， 

すべて無视し得るほど微少である。」

く仮定7〉「直棒投資産業の労働は，すべて受資国内で調達され, 資本はすべて直接投資で賄われ, 

課税後の直接投資収益は全額が送金される。各直接投資企業の直接投資は各直接投資企業問i 各ミ 

移動しない。J ‘

く仮定8 〉「直接投資にともなって，投資国の第2 財産衆の,生産関数も同時に受資国に移転する力V

受資国の第2財座業に■は伝播‘しない。J

く仮定9 > 「直接投資企業は, 一定の費用で投資国の資本を直接投資として利用するととが可能:e

あり，課税後の直接投'資 1 単位あたりの収益は，投資国内の資本報酬率より小ではない。J

く仮定10〉「受資国は輸入財に対しては関税を，直接投資収益に対しては所得税を，，それぞれ賦課

することがやき，直接投資導入量に対しては直te規制することができる力V 投資国!はいかなネ報複

的政策もとらない。J ■. ,

く仮定7, 8 , め は ， H ym er ( i9 6 0 )めl i 接投資の定義， す投資者が投資を行なった外国にある金

注( 1 ) 本稿で言うiぱ接-投資とは，本節の仮定を溝たすよ5な国際資木移動のことである》
( 2 ) 砲梭投資1：t|i位あたりの収益とは， 接投資企業の生盛•額から労撮にタiH■る報酬#(を差リIV、た直接役資収益を, \ m  

■ 投資iftで除した値である， ’ ‘
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(3 )

業を' まコントロールするような資本移動のひとっの形態J のモデル化である。ことでは，投資者 

はW接投資金m の経営者であり, しかも資本の所有と企業ふ経営は分離していると仮定している。 

したがって，投資国の資本の所有者は現行め資本報酬率を受け取ること力';できるI狼り，資木を経営 

おにゆだね，企業の経営に直接ロは出さない。直接投資の決定る行なうのは，資本所有者て] :̂なく 

6 'きみである。この内容は〈仮定ハに皮映されている。ととろで, I t ⑩投資の決定が行なわれる 

ためには，投資国内では完全競争で超過利潤はないとすれば, 受資国内での生産に正の’超過刹潤が 

見込まれなけれぱならない。直接投資企業が資本の100%所有を行なうというく仮定7 ：> は，経営 

者が直接投資企業を完全にコントロールし,超過利潤に対する100%支配と生産に関する技術の漏 

池の防止の実現を意味している。ますこ同じく仮定7 > の直接投資の各直接投資企業間の不移動性は， 

直接投資0 利用り決定権が経営者にあって, 所有者にはないととを意味している。く仮定8〉の生 

産関数の移鮮にっいては, 次節で説明されるように，投資国が受資国よりも技術的に極位にあるこ

と は 必 要 で は な い 。また, 技術の伝播はないと仮定していものは，比較的短期を考察する
' -

，ためである。

3. 直接投資を行なう誘因

' . . .  - ' . ' , . .

従来の直接投資理論の多くは，直接投資の決定因を説明することにその目的をおいていた。そこ 

では，さまざまな要因があげられているが，ことで取り上げるものは生産関数の相違と生産要素報 

酬比率の差異の2 要因だけである。本節の前半では，，受資国で第2 財を生まするために,直接投資 

を行なう誘因を持っための条件が論じられる。後半では同じ分析方法を用いて，直接投資の相互交 

..流 （eross-liauling)も説明できることか指摘される。’

まず，受資国の第1 財で測った労働報酬率を投資国の第1 財で測った資本報酬率をデ* »とす 

る。投資の直接投資企業が , 受資P!内で第2 財を1 単位生産するために直接投資を行なう直前に 

)もミ価計算をするものとすれば, 与えられたかとゲ* のもとで，費用を極小化するととを評画するで 

あろう。舉位等‘量曲線の限界代替率とW とゲ* .の比の，等しくなるときの労糊iと直接投資の投入係数 

を，そ れ ぞ れ h とし，そのときの第1 財で測った費用をなとすれば, q^hw -hhr* の開係の 

あることがわか各変数に冠した一め記は，それらが実際に直接投寶が行ナJ：われる以前の数値. 

であることを示しているデ* はく仮定9 > より不変であるので—を智略して左クる。' ここで, がにつ ’ 

いてプレミァムを考慮していないのは, 受資国ウ労働者にとり，自P1企業で働く C とも直接投資摩 

業で働くことも無差别であることを示す。, 同様にデ* についてプレミアムを考'慮していないのは,

注（3) Hymer (OT), p, 3.
■ ( 4 ) 各ま数の下板字, 3はめ:梭投資産第を;ま味する。
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高梭投資を決定する者が資本の所有者ではなく，資本を全く所有しない経営者であり，リスクはな 

いことを意味しているン ■ ';
一*方, 受資国内の第2 財産業の生産敢a 単位の生産費t t  く仮定5 〉 より，第 1 財で測らた第2 財 

の価格ルに等しく，受資国内の第i財産業の労働と資本の投入係数を， それぞれ I" ki ( fニ1 , 5：), 

受资国の第1 財で測った資本報酬率をr とすれば, hiv-^k2f=pという関係がある。とのとき, 段: 

資Hiがぎ資国内で第2 財を生まするためのfぶ:因を持つとしたら， p y q 力；成立していなけれぱなら 

ない。タ> な力減* しているとすれぱ， ( p - g )の大きさが投資国が第2 財 1 単 位 に つ 会 る  >予  

想する超過利潤となる。 ここで投資国が, 超過利潤と直接投資め報酬額の和で、示され;^直接投資収 

益に対して, t % の所得较を諫しているとすれば, （1 一 あ 3+ ，一 が 成 立 し て い る と き  

に投資国は直接投資をでがぶう誘因を持つ。不等式の左i a は，ま接投資企業が国へ送金することの 

可能な第2 財 :I単位もたりの金額であり, ' 右辺は本国の資本所有者に対して, 律 2 財 1̂£産 1 単位あ 

たりに使用した投資国の資本の報酬として，直接投資企業が支払わなければならない金額である。 

この不等式は，（1—« (ホーゥ) > か *る3 と書き直すことができるから，受資国が直接投資収益に対しセ 

所得税を賦課している場合に，l i 接投資企業が受资国内で第2 財を生産ずるためりjg因を持つとし 

たら，r * k , K Mしプも課される税金を上廻るはどの課税後の超過利潤の存在が必要やある。本稿で 

は，この不等式が常に成立しているものと仮定する。 更に第7 節までは,レニ 0 と仮定する。以上 

より，超過利潤の存在が予想される条件は，投入係数と要素報酬比率とを用いで次のように!^域す 

ることがセきる。 ,

h  4- ̂ 3T*/w<Z2 +  kzf/id. , (3— 1)

いま，r * = r + J n  k3=k2 + M ,  L ニら' の開係があるものとじよう。生産関数が両国でニや 

あるとすれば，ゲ* ニ r の場合{Cは， ま ニ  M  ニ G となる。.ここでは, ゲ*キf‘ を仮定し (3— 1) に 

上の関係を代入すれば，一m M + i * M )〉h d > r となる。 両'国の11£産関数が^ ~ ^ で あ れ ぱ , の  

ときにはた< 0 でもり，M I M 〉一i d l f でもる。 逆に， ルくG, M > 0 のときには 

でなけれぱなら’ないから，いずれの場合でも, i m + f , M 〉0 となるため，上の関係より」？< 0 と 

なる。 たがって, 雨国の生ま関数が同一の場合に，直接投資を行なう誘因が存在するとしたら，

ゲ*<テで、なけれぱならない。このような場合にぱ，兩国問の資本の報酬率格差だけで商接投資が行 

なわれる誘因が説明され，直接投資ゆ資本報酬率の傅い国から高い国に対して行なわれると言うこ 

とができる。

次め生座関数が雨旧で異なる場合について議論する。まず, 商国の単位等量jlii線が交善しない場 

合について考えてみる。投資国の生摩関数が技術めに劣位にある場合, つま り 投资国の単位等f d } |  

線が受資国のものよりも'原点から遠い場合, このような場合でも直接投資企業に> って，政接投資 

を行なう誘因は律在する可能性があるレたとえば，らメ2 ,あ3 >あ2.が成☆ ，しているとしても，f と比

園 ■一~ - 3 1 — ' .
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較して？**がぎI哺 'に小であれぱ, （3—1 ) の不等号は成立する<> 一般的に投資国の技術的優位性が直 

接投資の必要条件として論じられるが，投資国の資本の報酬率が受資圍のものよ:りも小である場き 

には，その条件は必ずしも必要ではない。この従来の論説からすれぱ逆說的に映るヶ一スは，技術

• _. , . . 1^1

n i
\ 4

! |

ぐ

r .，

P
I

0 。1 0 2 労働係数

的劣位を資本の低コストによって相i i：してあまりある場合と言うことができる。

" -方，投資国が技術的優位を持つ場合には, 「資本は報酬率格差を求め，報酬率の低い■から高 

い国へと国際間を移動するJ という命題に対してよく言われる逆説の1 例として，テと比較してデ* 

が大でる場合でも，U く U, k z < k であれぱ, ( 3 - 1 ) の不等式の挑たされる可能性は十分にある 

ことポ指摘できる。

次に, 単位等量曲線が交差する場合も合めた一般的な議論に移る。閣 1 り縦軸と横軸には，それ 

ぞれ資本と労働の投入係数がとられている。原点に対して凸のなめらかな曲線が2ガ2は，受資国の第 

2 財生産のf i 位等i?k曲線でf c る。直線は受資国の生産要素報酬比本，一が/テのf {きを持った, 

細値額ガに等しい等費用線である。O sは だ 2 と O A の接する人ネで，費用極小の均衡'点である。 

したがって0 0 ,ニん 0 0 7ニを2 である。超過利潤が存するための条件，ホ〉なi t ラ と 書 け  

る。がみの大きさは, 0 0 2 に等しいから, 図 1 には描かれていない直接投資企業の単位等量曲線と 

/ -■ 0 /r*の倾きで接する等資そ用線の横軸とのま,，̂̂ よ, （X V 上の内AねこなければなちなV、。ッC：のときり 

i [接投資企業のび3, i c z )や示される数用極小の均衡處は, 両軸と半處線0 A に【10まれる倾域の内

^— 32 '— ^
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. . -Tt接投資を含む贸息の純粋理論 

部にもれば, どこであろうとかまわない。かりに均衡点がOgOfiよりも上方にあるとすれぱ，価値 

額での等費用線の値きの絶対値は，iOlfよりも大でなければならない6 このとき, idlr*'>wlf X り 

0>*H=でなけれぱならないことがわかる。 般的に， 0 ? ( V よ，り上方に直接投資企業の均衞点があ 

る場合には，投資国の資本の報酬率は受資国よりも小でなけれぱ：̂̂：らない。逆 に O aO eより下方に 

ある場合をこは* r ^ r * の 3 通りの冗能性がある。 ‘ .

以上め譲論より, 直接投資が同一*産業間で相互に行なわれる誘因が存在するとU こら, 投資国>こ 

' 0 い't も図1 に対jfeするものを描いたとき，どちらか一方のI t 接投資企業の費用極小め均衡点は, 

O^Oaよりも下方になければならない。* で投資国の恋数と投資国に対する受資国の直接投資企業の 

ま数を示すとすれぱ, 直接投資が同一産業問で相互に行なおれるため iD 誘因が存在する条件は, 

( 3 - 1 ) と以T め不等式で’与えられる。 .

. 【3* +  あ3*テ‘/ポ <レ  +  あ2*す*/"̂ &"̂ . . ' *' (3—2)
' . ' . ■. '

最後に, 興なる/ま藥間の直接投資め相互交流について論ずる。まず, 受資国は投資国の第1 財産 

業に, 投資国は受資& の第 2 財産業にそれぞれ直接投資を行なう誘因を持 ' ^ ものと仮定する/  L*  

とあ.,* cbで，受資国の投資国への直接投資企業の第1 財生産の労働と資本の投入係数をそれぞれあ 

らわすとすれば，ま接投資を行なう誘因を持つための条件は，以下のようにま現される。

V wU + fk2 > w U ^ r * J c 3 , 1 -
_ 一 - 一 f (3—3)

技術的優位にもる相手国の産業に对して，相冗に直接投資が行なわれさような，逆説的なヶース 

について考えてみると，図 1 で説明した等費用線の傾きについての条件から，投資国が受資国に对 

して直接投資を行なう認因が存在するためには，i u l r * y w l fでなゆれぱならず, 逆に受資P !が投資 

国に対して行なう場合には, でな ;̂)'れぱならないから，とのような逆説的なヶース

あり得ないごとがわかる。
' ■ ■ . ■

' , , ' ■ ' , - ’ .. . • .

.  4. 受資国の直接投資産業を含む経済均衡

本節では, 受資国の直接投資産業を含む経済均海がどのように示されるかを見，本節以降の分析 

に必要な簡単なモデルを提示する。 まず最初に論ずることは, (3— 1) で示される 

を持つ直接投資産業が，どのような性質をそなえた均衡点で生産を行なうかという£ とである。前 

節でも論じた•ように/ 直接投資産業が刹用する耍素の報酬率比率が決まれぱ, それに対J© して費用 

極小の均衡点..’び3, k ) が決まる。直接投，資導入量が i ( 3 という大きさに政策的に与えられ，受資国 

が 常 雨 ‘財を生産していると仮定すれば, 耍素の報酬率比碑!は不変となるため, l u / h でこのとき 

の直接投资廣業の第2 財の生産i t 文3 が決まる。 また, ふ文3 で投入される労働带ムも決まる。

, 〜一-’—■■ Oti •一'—  ■
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ゆえに，総費用はぱ 3 =  M ：け ?'*K ：̂という側係で示される。オイラーの定理を用いれぱ，との関係 

はな文3 =が 抑 あ /服 3) K 3 とも表現できる。このとき, q(dX，l d U ) ^ w ,卿 3/d¥J ニャ* 

が成なしていることは曾うまでもない。

一方，直接投資産業め利潤を / ^ であらわせぱ- それは一般的に 77=?)X 3— (̂^L3—?，*K3 と書くこ 

とができる。直接投資塵業が利潤極大化行動をとるものとして, 均衡点の性質を調べるために， n  

を 1>3で微分し利潤極大の1 階の条件を求める。小国の仮定からやを，不完全特化の仮定からがを, 

がj：接投資め使用権は投資国の資本め所有者にではなく释営者にあるとの仮定からデ* を，直接投資 

ミ̂̂人提制政策がとられているとの仮定からK sを, ギれぞれ一定とすれぱが9X 3/况<3) ニかが 1 階の 

条件となる。P, W を所# とすれぱ (ほ 3肌 3〉の値が求めちれる。（9X 3/3L3) は K：» と丄3の関数で 

あるから, K 3 を所与とすればL 3 が求めちれ，更 に X パが決まる。 こめとき,直接投資の価値服 

界尘産力がのC3/3K 3) がどのような大きさになっているかを見てみよう◊ . まず，不完全特化を仮定 

すれば w = w であるから, がぱ3ノホ3)ニが8X 3/6>L3) でなけれぱならない。小国の仮定よりタニりで 

あるから，.を0 でなけれぱならない。ゆえに《5文/泥 3)〉 (3X 3/孔 3) より， 1(3 か"^定であることに 

w r送すれば，L 3 < L 3, 文3< X 3 であるととがわかる◊ したがって，1 ,* = が3文3/9K 3)<2)(のG /服 J の 

lyj係が知られ，直接投資の価値限界生産力を直接投資報酬率と呼び，デ3 であらわせぱ，（デ3-*?"^)の 

大き文が直接投資産業の資本単位あたり超過利潤となる。完全競争を仮定すれば，受资国の雨産業 

力;不完全特化の場合, 費用条件は以下のように示される。

1、 k 、 o ' * w ' M '

12 kz 0 r ニ V

、13 0 た3 ' 、れ . 、り，

(4一 1)

^ x r L '

Xa K

.X 3- 、K3'

(4一 2)

また，X i で第 1 財の生産量を，L で労働賦存量を， K で資本賦存量をまわせば， 完全JTi用は次の 

ように示される。

.1、 U  U'

k\ ，た2 0

- 0  0 kj

不完全特化であれば, 投入係数は相対価格のみの関数であるから， が与えられれば，.投入係数が 

決まり, (4一 1) と （4一2) の投入係数の行列式の値をた3クとするとき, りョしゐ2—ら よ り , （仮 

定 4 ) を考慮すれぱん3ウネ0 となり，2? を与えれぱW, n デ3 に , U  1C K 3 を与えれぱX,. " ニ1, 

2, 3 ) に, それぞれ一‘意的な解の存在することがわかる。 それらは以下のように表わされる。ただ 

し，Pi^kil 3̂ —Ks/La*

W ぺ kr^kip^lO, h)IOt デ3ニ{̂ ?0—(,もーも2>)リ /版 ， (4—3)

ニ (Aj 山— し K™/jaKs/ps)/^* X 2 ニ (えiK  ~ k ) X i+ k iK j  fh) 10,

*— ， ‘34  ̂ .

，ij*V

i
®

I
いゴ
Km

I

ざ

；- j

I
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X s ニ K ilk i .  (4—4)

( 4 一 4 ) で K s が 大 き く な れ ぱ ， X i か X , の い ず れ か が ゼ P に 近 づ く と と が わ か る 。 ど ち ら か 一 方

• ■ '

の 座 業 が 消 減 す る と す ;^1 ぱ ， 受 資 國 経 済 は J o n e s  ( 1 9 7 1 ) の 2 部 門 3 耍 素 モ デ ル で 表 現 さ れ る で あ ろ  

う 。 と の と き の 費 用 条 件 は 次 の よ う に 示 さ れ る 。

も ゲ コ ( ^  =  1  o r  2 ; p i - 1 ； ? ? 2 = タ ) ， ム も  1 *3 ニ み  ( 4 — 5 )

ま た , 完 雇 用 は 次 の よ う に 示 さ れ る 。

: も X , • ニ K , ら又£+ら乂3==1/,: ( i = l . o ；v 2),ゐ3又3ニ Ks, ( 4 — 6 )

投 入 係 数 は , 要 素 の 価 値 限 界 生 ま 力 の 比 の 関 数 力 あ る か ら ，

ム ニ  W w / ? 0 , お = も ( w M ,  U ' ニ  1  o r  2 ) ,  h = h ( w j T 3 ) ,  h ニ k z ^ w t n ' ) ,  ( 4 — 7 ) ,

( 4 一 5 ) ,  ( 4 - 6 ) ,  ( 4 — 7 ) に K ,  L ,  K , ,  p が 与 え ら れ れ ば ， 体 系 内 で 決 定 さ れ る べ き 未 知 数 は , も ,

k i ,  X , - ,  W ； r ,  n  C i  =  l  o r  2 ； 3 ) の 9 個 ， 式 ;は 9 本 で 体 系 は 完 結 す る &

. . . . . . . . ' . .  . . ■ ’• . ，

. . . . . . . . .  ■ " ...... , ： •

5 ‘ 直 接 投 資 導 入 親 制 緩 和 の 効 果  •

. ■

，. ■ -

本 節 で は ， 直 接 投 資 導 入 量 が ち る 水 準 か ら 引 上 げ ら れ た 場 合 に ， 他 の 経 済 諸 変 数 に 対 し て ど の よ  

.う な 影 響 を 及 ぼ す か と い う こ と に つ い て 諭 ず る 。 本 節 以 降 ， 受 資 国 の 産 業 が 不 完 全 特 化 で あ る 場 合  

を ケ ー ス （ 0 , 完 全 特 化 の 場 合 （ 2 部 門 3 要 素 ） を ケ ー ス （ i i ) , と し て 別 々 に 考 察 す る こ と に す る  

ケ ー ス ( i  ) ま ず （4 一 4 ) を K 3 で 微 分 す る 。 投 入 係 数 が 相 対 価 格 の み 0 関 数 で あ る と と に 留 意 す

れ ぱ ， 次 の 結 果 が 得 ら れ る 。

' . . . . . . . .  '
dX i/dK , =  ~ k 2 / p A  d X 2 jd K ,= k ，l p A  dX z/dK s^^H h,  (5— 1)

た だ し Piさ hik ニ  KilU, ( i = l , 2, 3 ) で資本労働投入比率である， e = l M p i - p i ) であるととに 

留意すれぱ, （5— 1 ) から次のことが言える。ずなわち， らしたがって5Xi/3Kそ 0, 9X 2/孤 3 

さ0 でもる。 Mundell (1957) h t ,資本導入は受資国にとって利用可能な資本量の増大と考え，その 

効果は Rybczが ski (I955) の定理の館単な援用によら，資本集約財産業の拡大，労働集約財産業の 

縮小をもたらすと結論したデ （5— 1 ) より，この結論に変更のないことがわかるであろう，それは， 

直接投資産業iC•労働が吸収されるため，受資国の両廣藥にとり，利用可能な労働が減少するためで 

ぁる。ホデルの相違にもかかわらず，結論が同じであるわは,受資国の商産業にとって利用可能な 

資本の増加と労働の減少とは, 効果の方向としては同等であるためヤある。 '

次 に ， 直 接 投 資 産 業 に よ る 第 2 財 生 産 を も 含 め た , ' 受 資 国 の 拡 張 経 路 の 航 き が ど の よ う に な る か  

を 兄 よ う 。 と の 倾 き は ， （5 — 1 ) よ り 知 る こ と が で き , 次 の よ う に 示 さ れ る 。

( d X S V U ) K d X M K  み  d X S K :  ニ ー  M i M i I  み  6 X  ( 5 - - 2 )

(5— 2) の右辺の分母については，（ゐ1だ+ り)き0 Iこしたがって/)2//9»+ら/んミ1 と書き直すことがで 

• 園 一 3 5  ..

r n m s m
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きるから，第 2 財産業の第1 財産業に対する資本労働投入此率の比と，ま接投資産業の第2 .財産業 

に対する’労働の投入係数の比との和が， 1 より大でもれば，受資国の直接投資導入查増大に伴う国 

内生産の域張経路の傾きは, 負, 1 より小で、あれぱIE となる。

ケー;< ( i i ) 受資国の雨財産業が不完全特化でない場合には，.相対価格が不変であったとしても， 

要素報酬率が直接投資導入量のま化にもかかわらず一考でおるとは言■えない。はじめに要素報酬率 

の変化について論じよう。 ケース.（i i ) においては下添字《す、1 または 2 を.あらわすものとする。ま 

ず （4 - 6 ) より K k .+ lW |03ニL , これと . (4一5 ) を全微分し, 等量仙線に添っての微分量変化に'"̂  

いて費用極小条件より， し+ 7*3rfA；3ニ0 を代入し, へで変化率をあらわせば，以下 

の関係が得られる。 '

やニ0,ハ成+7^3デニ0,

めや4*ぬ3びSや3—めiめ+ 仏び3)ゆ—r 仏1な  .(5 — 3)

もだし， Pかパ：1 =  1, k; h ニ i ,  3 ) は第ん産，の各生産耍索の分配率， 仏 （'I ニん3)は第ん産業で用 

いられる労働の全賦存量に占める害びA (h=H, 3 ) ゆ第'/!;廣業の代替の弾力性で,要素報酬比率 

を 0)三10/ヤ, o )3=wh'3とするときびi三 も ミ h l^ ih と定義される。 （5—3 ) より，K：3 を所与々す 

れぱマ?Vや，？ぅ3 について解くことができる。 • ■

tt»/K3 = 仏 /んメ/ f c  ニ—仏/ V れん

や 3/1^ = ^ — ぬ 3 / V / V / .  , ( 5 - 4 )

ただし，J ョA め//% .+ A び3 / r « である。（5—4 ) は直接投資導入量の変化に対応、する要素報酬率の変 

化をあらわしている。め> 0 より / € > 0 となるから，w lK z> 0 ,  r / K 3 < 0 ,や3/i t s C O となる。 したがゥ 

X , 直接投資導入量の增加は現地産業がどちらの財を生産！- ていようとも，現她労働にとって有禾li， 

現地資本にと.って不利に働き，直接投資単位もたりめ超過利潤（7•厂デ* ) は下落することがわかる。

生産量の変化については以下のようにして求めることができる。まず(4 一 5 ) の両辺に•各生産；i； 

をかけ，Ka 微分し， (53= び3(ゆ‘や3) に蠻意し，（5—4 ) を利用すれぱ,

' . ，. て  Xa/Ks—  — OiOsP ulr

免/た3 ニ (びA + びゆ3/y)/rんメ. ’ ほ一5) .

( 5 - 5 ) か ら X ；/K 3< 0 , も> 0 であることがわかる。 現地l i 業の生産量が直接投資導入量の増:

大によって減少するのは, 労働が[ i 接投資産業に移動するためである，

CM

B

11

6/ 国内相対価格の変化の効柴

本節では，ま接投資德入：1 が一*定水準に保たれている場合に，国内相対価格の変化が受资国の経

注（5) め/ ちグも./か*ハ 特 に 八 3ミデ®もかであることに注愈。■■もョLa/Lであるト

— 36 — -  ■
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済 譜 変 数 に 対 L , どのような効果を持つのかを諭ずる。 ：， ‘ /

ケースU  ) (4—1 ) を全微分し数用極小▲件 v)dli~H，dkiニ 0, H ニ 'I, 2),Aodh'i^rdhニ ()を代人 

し，ぬ(；/ # ，め‘/ # ，め*3M p につレ、て解けば, 以下の関係が得ちれる。

dwjtlpニーkijd, drld/p=l\IO,
. ■ ' ：' .  ' 

dnldp-(l-\-kihlO)lk3. (6--1)

(6—1 ) より， ’受資国の'生産要素報酬率については, . StblperこSamuelson: (1941) の定埋ぱ全く.修正

をうけないことがわかる。直接投資報酬率については，受資国の第2 財ま業が資本集約的であれば
(6 )

0〉0 となるから， P の上昇によりかならず上昇することがわかをb .逆に， 第 1 財逾業が労働银

約的であれぱク< 0 .となるが, ぬ.3/め) り符号は確定しない。ここ力（5— 1 ) を見れぱ，のG/被け

のロ91(3ニぬ.3/ # でもるととがわかる。 この関係は，I t接投資導入量の変化に如-だす'る第2 財の'総

生産量の変化が, 第 2 財の相対価格の変化に対応する直接投資報酬率の变化に等しいこ‘とを意味し

Samuelson (1953 ~ 19 5 4 )の相互性原瑪 (Reciprocity Relations)が妥当するこ,とを'示しでい'る . . ル :

が （5—2 ) の左辺の分® に 等 し い こ と が わ か れ (5—2 ) の符号についての譲諭がめ‘3/め) 1こも刺

用できることがわかるであろう。 ^ < 0 の場合には,、Pilpi-hhlh^lにしたがってあ办^ 0 であ

る。 , - : ..ソ ...
、 • , . ，

ところで（6— 1 ) を （4一 3 ) を利用し, 変化率の形に直すと以下のように書けるV

ニ ゐ (も??ーゐ2), H^=iiP!(liv-h),

や^ニ ( 1 + k i l  si + k i l  slo)》一 IC213I d}. ' (6—"2)

(6—2 ) よりや と や S の達を求めれぱ， . ' .

(や一やS)/わ （し一ひり/m ゐ30. (6—3)

ここで労働報酬率, 資本報削’{率， 直接投資報酬率のそれぞれ相対価格弾力性を， それぞれ n ； 

Y3 ( = N f > ) 'とする。 これらの弾力性め大きさと要素集約度条件r ついて調べ 

てみると, (6—2 ) より fhくf h ならば，n < 0 ,  ならぱ y C > l, > v < 0 ,ア3 については

(6—1 ) より r s コひ—/ V r J / r « でをるから， ゆえに l O i O :ならぱy3〉i / / w  

ル> ク2 ならば y ；K i でもることがわかる。 上をまとめると以下のようになる4

pi<p2 y X o ,  n > i , 7 3 > 1 /^ 3； ■ ' ， ' r
• ■ • • , - . . ， •• 

pi>p2 y « -> i, r X o ,  r 3 < i . '  ' (6—4) , .

(6—2) ( 6 - 3 )  (6—4 ) をまとめをと，次の関係が得られる。

もら〉/3 r « < 0 < i < i / / v o vくrr; ノ ■ !
(h く p2‘、

1& h < h  ->.r.o<0<i<n<r3； iv/vOs;

注（6 ) . この紹説は，だI梭役資業が第1財を生産している堤合でも成なする，この場合には, . がー1)の最後の式の表現だけ 

力’、跋なり，drsidpニ khlhOとなる。0 > 0であれは’，（W め)> & である。逆にり< Q であれぱ，ぬ•；!/も)<■()となる，

37
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[& h > h  —  rr<r3<i<r..; rr<o；
A!>/021 ノ ノ '.

l& u < u  -> r3<rr<o<i<y„.

(6-5)は，Jones (1恥7) の譲論の拡藤で^ 7ム へ >/?2, の場サには，")Vが正になる可能性の

( 6 - 5 )

あるととに注意しようb

ケース (ii) (5—3 ) の導出と同様にして，

やニ於, .けコ1 or'-んタ1 ニ0, i hニを')i

ぬ‘めや+ 仏び3や3ニ (仏び,-+.ぬ3び3)̂ ^̂ ニ0. (6—6)

(6— 6 ) よ り や /タ，や3/於について解くと，現地産業が第1財に完全特化しセいる場合には，

.ヤ„ ニ仏び 3 , / \ 3  ん :y r = -仏び  ん

r^=iOm^Qza,r,,)ir,,r,zd,  (6 — 7)

)C > o , y r< o , であることは明らかである。とこで, ^ に定義式を代入すれぱ, r 3 > i ,  o< ru -

< 1 であるととが知れるからr r < o < n < i < n の関係めることがわかる。 他方,現地産業が第
■ -

2 財に完全特化している場合には，

7 V = r r  ニ*/3 ニ 1. (6 — 8 )

また. （6—7 ) の最後の式に注.目すれぱ，.(5—5 ) より..ぼ 3,5K3 ニみ.3/み)でもることか導かれる。ここ 

で も S am u elso iiの相互性原理か妥当'している。.'...’

次に生産量が相対価格の変化により，どのように変化するかを見る。

ケース（i ) 1 次同次の生産関数を以下のように定める。

Xi ニ XfOQ, W  ニU f M . (ふニ t 2, 3) (6— 9)

(4—2 ) より次の関係が導かれる。 . ‘

2 L i ニL , けニ 1 , 2 ,  3), S p i L f = K ,(《ニ 1 , 2), />3L3==K；i. (6—10)

(6—1 0 ) を V で微分し，9L.-/9Pについて解く。 次にそれを，（6—9 ) を K>で微分した式の中に代入 

する。そこで,，< o = f i l f / - P i ,  (i =  h  2X m ニ:N U - P s  (ただし f / ミM i i d p d の関係に留意すれば,

以下の表現が得られる。 ， • ,

9 X i 一レ /  0)^ p2

f -ニ { L 普 酬 奢 + L は ) t  

狐 - ♦ "普)全’
/a _

Pi — pi

dp
(6- 11)

ととろで，不完全特化の場合，(hニ (>Mpy),(わ 1 , 2), pi-piimiv))といラ関数で要素投入比率を7 

すこ > がで★ る。この関数をホ で微分すれば，’、dp{ld/pニ (dpild(i))(do)ldp), ( {ニ1 , 2), dpsldp-idpsldfOi)

法（マ） Jones (1967), p. 6,
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' 直接投資を含む貿易の純粋理論

め> )となる。 （4 一 3 ) と （6‘ 1〉 より， んにしたがって C?<y/#ミ0, で、あるとと

がわかる。 dpildの 〉 0, U ニ 1,2), dp3ld<O3>0であ)るから次のととが言える。 かき/?2 したがっで

dPildp'^0,(ミニ1 , 2 ,  3) である。 ゆえに， この結果と（6— 1 1 ) より，要索-偶約性がどう4?あれ， 

dXildp<0, となるが, 直 接 投 資 産 業 に ゥ い て は に し た が っ て み )ぎ0 > なる6

したがって直接投資導入量がる水準に躲制されでいるときに倉るh k  が与えられると,

第 1.財が資本集約的であれぱ，直接投資座業の第2 財生まは命，]、し，受資国の發ミ逢まの生産は 

拡大する。 、

ケースGi) (5— 5) の導出と同樹こして，（6— 7) を利用すれば，現地産業が第1財に完全特化し

ている場合， '•

タニーめび 3 仏 r / i / A i / \ 3 4  

•^^/；̂ニび1び2仏 /^3/れ 1れ 3<̂ .̂ (6-^12)

<6—  I2) より，tjpCO, Jfs/タ> 0 である。 方, 現地産業が第2財に完全特化している場合, (6—  

8 ) を利用すれば，

'ぶ  2か ニ  0. (6 --13)

(6— I3) で生産量が変化しないのは，（6ニ8).からも明らかなように両産業の典通生産要素である 

労働の投入量が各産業とも不変であるためである。 . r

7 . 貿易バタ’ンの変化

- . . '
、 . - . ' ■：

資本移動についてのポジィチィヴな論題のひとつとして， M undell (1957)の論す以降，質熟との 

代替，補完関係がいくつかの文献でとり上!;デられてきた。M u n d e llは H O S モデルを用い，資本移 : 

動と贸息とは完全代替であるとi r じた。関税が資本移動を誘発L , 贺易を消減させるというめが)h  

の論旨であるが，利子支私のトランスファーは，生産の消費超過分に等しいだけ行なわれると仮定 

レている。 したがって，そのトランスファーの大きさだけの貿易が行なわれることになる。貧易収 

支と資本収支の和で国際収支をあらわすもめとすれば，物的な生摩要素である資本が移動した後0  

国際収支均衡は，利子支払のトランスファ— による資本収まのホ字を，貿易収支の黒字で相殺す 

ることによって達成される。 .

ケ ス （i  ) 受資国の可勉分所得I は，関税と直接投資収益に対する所得税が存在しない場合には, 

次の# 式で定義される。

I  ョ ニ  D i+pD g. (7~~1、

ここでDf (ダニ;I, 2) は敏 < 財の需要燈である。 不完全特化であれぱ， W とゲは:?)のみの関数ヤ 

るから， P が不变である限り，i t 接投資導入量にいかなる増減があろうともエは不変である。 した

額け|||iirT''"'、'’.7- T I...-------------------- 1 i mtmm "''1m'"'"iff
トネ ’ . ■  ' : '  ' ■ - ‘，' ，， ，雪
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がって，需耍関数をD,•ニD,'(?:>, I) Ciニ1 , 2 ) と定義.すれぱ， M 財の需耍量も不变である。.そこで’ ， 

ii:{後投資導入量の変化が賀易バターンをどの方向にま化させるかを知？•ためには,拡張経路の方向 

がわかれぱいい。 ,

.いま, 直接投資と贸易の代替，補完関係を次のように定義しよう。 •■第 そ 財のI I 出量をE, ( t = ? l ,2), 

第 j 財の輸入Mを Mゾ( i  =  l , 2; ii=j)とするときに，C®,/ゴ1く3〉0, d M J d K C > G  p らぱ, 第 も i 財 

のf 《易は直接投'資と補完関係にあり， dEJdKz<0,  ならば，代替関係にある。J 前述し

たように，需要量に変化はないのでを_>るから, 貿易m の恋化は生座量の変化に等じい。ゆえに第1 

財が輸出され，第 2 財が輸入されているとすれば，dEi/dKi^dXi/dKa, rfM2MK3 =  -d(Xz+.Xs)/dK3 

となる。その他のケースも含め，（5— 1 ) から次の閲係が得られる。 . •

《1 ) P i^P 2 -> d E i/d K 3 ^0； l2 lU 'h p J (p 2 -p i ) ^ 0 -^ d M 2 /d K 3 ^ 0 , .

(2) p y ^ p 2 - > d M d d K o ^ O ;  U l 3 + P i i ( p 2 - P i ) ^ 0 - ^ d E 2 / d K 3 ^ 0 ,

(3) pi^p2~ > dE ,/dK s^O； h l h  +  Pilip2-  ( 7 - 2 ) ,

(7— 2) より，《0 めケースについては両財ともに代替旧係となる十分杂件がfhくp2, 補完関係とな 

る必耍条件がル>j02, (2)のケースについては両財ともに代替関係となる必要条件がか > 仏，補完関 

係となる十分条件がル< > 2 であることが言える。 《3)のケースにつ> 、ては; 国際収ま:均衡の条件，

Ei +  ?3E r7> K 3ニ0 より，rffiiが +  ニ?，3 となるから，雨財が同時に代替関係をもつことは

なく，補完関係となる必要条件は (h〉( h である。 

ケース（U ) 現地産業が完全特化している場合については，第 5 節のケース（i i)の議論と，本節の 

ケース（i ) の議論の方法を組み合わせれぱ容易に導き出すことができる。この議論はここでは翁路  ̂

する。

• 8. 各政策変数の最適水準

, ，. ， . '  ，. .■ . , . . ,■ ;， ...'. , . ' ..

これをでは，ポジイチイヴな議論に終始してきた。本節では, 宇 沢 (1969)= 浜旧 (1971) 命題と本 

稿のモデルから得られる結諭との関係にゥいて傭単にふれ，後に受資国が3 個の政策変数(直接投資 

みf?入量，ま接投資収益に対する課税率，輸入財に対する関税勒を |11山に変化させられるとしたら,それ 

らの最適水準はどのようにま現されるかというノー'マチイヴな分祈を行なう。 

まず，一国め経済摩生水準の指標U は， 2 財の消費；i ：Dゴけ= ^ , 2) のみに依存すると仮定し，敝 

密な意味で準である関数U を次のようにあらわそう。

IJニt m ,  D2).

この関数を全微分しU,•三犯 /aDi " ニ1 , 2 ) を.代入し， 両辺を仏で除し， r> = V zj\ ixを代入し,: 

d V i l h 三d y とおけぱ，

   4 0  .— 一

ながA袖 *yg椒定fti■ を せ 鐵 後 域 焚 を 憾 祐 ま .後 も ％滅 ^ ^ ; ^ まぎ#̂ 替? ぎ满搞 ほ ぼ? お◎■ぱaigcか ^ ぱ後す

\t，

f̂ V

fci

I  
トきよN
II
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dy--：: (IDi -l-yx/Dz.

IニDi-H>D2 ☆全微分し, 上武に代入すれば，

dy ニ di — Thdp, (9—1)

いま, 生産i l 民所得をY とすれば，Y ミ;X i+3)X 2ぐ?.K  +  m L の関係がある輸入財に r % の関税が 

かけられているとすれば，可処分所得は，L - Y + ト从‘* M ,.(ズニ1 or 2; ニ1 ,?ぜニ?)★ ) これをK-

で微分すれぱ，

5I/9K3=9Y/5K3+TPi*9M,/9K3. " ニ1 or 2; pi* =  l , り2*ニデ〉 (9—2')

のT/5K3ニ0 となることは前節で述べた。また，開税率一定と小国の仮定から， (9—1 ) よりめ/=(^1 

であることがわかる。.ゆえに如 /孤 3ニ で あ る 。 三辺ひ 974) は宇沢ニ浜‘田命題を一厳 

化 し 「輸入個i格，輸入関税一定の条仲のもとで，輸入量の増大（3M ,./aK 3> 0)は必ず受资国の/f :生

水準を増大（％/狐 3〉0 ) させ，輸入量の減少. ⑦M,‘/5 K 3 < 0 )は厚生水準を必ず減少（5w/3K3<T0) ゴ 
(8)

せる」 と結論した。 と-の結論がここでも妥当することは言うまでもないが，（7—2 ) からも明ら力、

，なように本稿のホデルでも字沢〒浜由ftr題 厂 >3M,/3K3< 0 - > み/服 3 < 0  H, j.= i, 2;\i=^j))は . 

妥当する。モデルの相違にもかかわらず，この命題が妥当するのは, 第 5 飾のケース（i )において 

も述ぺたょうに, 資本移勤の生産量に与える効果の方向が同等であるためである。

次に最適政饿水準について論じょう。 .

ケース（i ) 受資国の可処分所得は，第 2 財が輸入されているとすれば，

I = X i ( 2 ) ,  K3) +  ?)X2(?), K 3 ) + p X 3(% K 3 ) - \ - t v m 2 ~ a ~ t ) r 3 K 3 .  ' (&一3 ) .

第 2 財の輸入量は，第 2 財の窗要量から供給量を差引いたものに等しいから，

M2=D2(j), I )一Xz(り，K s)—Xa(p, Ks). (9一4)

国内交易条件2 )と国際交易'条 件 3 )*の関係は，2),ニ( l  +  zOj)*で示される。T'ヨ( 1 + T )とすれば，

?? ニ ( 9 - 5 )

(9一3) (9—4) (9—5 ) で示される体系はり*, r, K 3, t を外生的に与 ;t れ ぱ I, p, Mンを朱知数とし 

て完結する。この体系を全微分し，生産冗能性曲線にそっての動'きょり，dXi/dp+ pdX^Idp+ pdXz/dp 

= 0 , 9Y /9K 3=0 ょり，dXifdKs+ pdXildKs+ vdXsldKj= rs,相互性原理ょ り ， dnldp^diXz +  lQIdK^ 

スルツキー方程式より，7ri2ヨ pdiydl,もヨー(り/ み) |« = ^ しとすれぱ⑧2/か= 一(も+ 情2ぬ 2/り, 

供給の価格弾力性の関係ょり，ei^~(v/XO(dXi/dp), e2^(p(X2){dX2jdp), e,^(plXs)0X，ldp) とすれ 

ぱ，が1 1̂ニ 2)び 2€2 + ズ3 0 3 )という関係のあることに留意し，（9一1 ) .に代入すれば，

dy=[(T^t ~ ryz) rdViz +  vW.K^dt -  {(1- 1)nlUy, +  tvH^2T>2 +X,e,/^)}<^r]/(r^-  m 2)

. ( 9 - 6 )

(9—6 ) の右辺の分母については, 第 2 財が劣等t o でないとすれぱ0 ^ か2 ^ 1 , また r > ~ l とすれ

注（8 ) 三辺（1974), PD.126-7.
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ぱ，. （パーm 2 ) > 0 となる。まず d t の係数は正であるから，課税率を高めることによって2/を高め . 

るととが可能である。 しかし，無限に高めると直接投資を禁止することになり，結局（1一りデ3 ニパ 

を満たす（が上限となる。 したがって，最適課税率は，

, T ニ;L-?**/;r (9一7)

ぶは直接投資産業の直接投資単位あたりの超過利潤を全て吸収するような水準である。最適課税率 

が常に採用されるものとすれば，れ が J )のみの閲数であることから,：シはr の関数となる。 （9 一  7) 

を t で微分すれぱ，'

d t Idて ニ ( l—t)Y3!T''

これを，(9一6 ) に代入すれぱAて fix’一 T i n :の係数は，一てが"(もDa +  X ig i / j j )とみる。. ゆえに最適'関 

税率は7  ニ 0 でポされる。 これらの最適政策が同時にとられるとき， の係数は正となる。

にヶース（i )における最適It接投資導入政策はヶースUi)へ移行することである。この最適政策は， 

直接投資導入量め増大による資本集約的な国内産業への完全特化政策を最終的には意味する。以上 

より，小国である受資国がネ資i:牛M iみある場合の最適政策の組合せは, .1自由貿易, 超過利潤を全. 

x m k ' f i f k i i i ,  もA モ、o i 接投資導入量の量的規制の綴和でぁる。

ケース（i i ) 受資® の現地;k業が第 1 財に完全特化し，第 2 財を輸入している体系は， （9 一 3) (9— 

4 ) に X 2 = 0 を代入すれぱ求められる。 （9 一  6 ) の導出と同様にて， 体系を全微分し（9一 1) に 

代入 li_, d ^ iK s l r z K d r ^ /d K z )とおけぱ，

ゴ2/=[{(1 +  め パ も 一 て グ 3}デ 3cffi：3 +  T’rsKsrf ト {(1一 り れ K ：3ム + て?̂ *(ら Ds +  X3e3)}(fo]/(r'-  rw2).

(9—8)

(9—8 ) より最適課税率のま現は（9 一  7 ) に等しいことが知れる。 >̂，3 は ？? 'とK 3 の関数であるから, 

T を全微分すれば，

d t ニ  (1 一  t ) (Ysdて/て’ + dKs).

こ れを （9一 8 ) に代入すれぱ，

.(/がニ [{け + め T’ - - t / s H ’sC^Ks —て1̂ *.(ら0 2 . + X 3 ^ )f^ r ]/(r ' .  fW a). (9 — 8 ) '

<9 一  8 ) /より最適開税率は7 ニ 0 でちることがわかる。

以上より，' 小® である受资国の最適政策は，自itl賀易，超i 利潤を全て吸収する課税率,了 + ト 0 

h m i i M k k k k k , また当初において不完全特化であるとすれば資本集約財への完全

♦ , (12)
特化でもる。

法（9) は最適政策水準でることを示す。 - ■  •
(10) 義より，も>0, (6—11〉よりe i> 0でもる。

( 1 1 )受資国が第1illを輪入している場含でも，站諭に変-史はない* 辨論はとこではぜ略する。

( 1 2 )受資(14の現地産業が敏2財に̂ ?̂全セパ匕して、、る場合には，t(i1財が輪入されるが，推論の力法と結論に変更はない 

. で, こ こ て ，は都格する。
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9. 結 語

本稿で傳られたいくつかの姑論は，きわめて単純化されたl i 接投資モデルのもとで導かれたもの

でも0 た。単純化のひとつは，直接投資企業の資本の100% が投資国にょって賄われることであっ

た。経営支配が5 1 % 以上の資本所有にょり実現できるょうな場合,受資国の資本報酬率が投資国

のものょりも低いのであるならぱ，資本め現地借り入れが行なわれるであろう。第 2 に，直接投資

企業から現地企業への生産技術の伝播はないとしたが,長期的には多少の技術の伝播はあり得るで

あろう。第 3 に，間接投資を全く考慮しなかったが，分析が複雑になるだけで，当然杳めて考察す

ることは冗能でもる。第 4 r , 第 3 節で論じた，接投資の相互交流も，本稿で提示したモデルを掀

■̂(8するしとしょり，扱うしとは咎易である。第 5 に;，直接投資産業は完全'競争的であるとしたが，

独占的でもると仮定し分析することも容揚である。第 6 に，課税後の直接投資収益は全て送金され

るとしたが, その-^部が再投資されるとすれぱ, このキデルを動学化すること,もで、きょう。第 7 に

受資国を小国, 投資国を大国と'したが* Jones (1 9 6 7 )にならって，このモデルを一^般化することも

容 易 で わ ろ う。その他にも，本稿りモデルは修正おょび一 般̂化され得る余地はあろが，それ.らは今

後の評題としたい。 ’
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